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監査基準の改訂について（公開草案） 2 

 3 
令和８（2026）年●月●日 4 
企業会計審議会監査部会  5 

 6 
一 経 緯 7 

公認会計士（監査法人を含む。）による財務諸表の監査（以下「公認会計士監査」8 
という。）を行うに際しての規範である監査基準は、財務諸表の作成規範である企業9 
会計の基準とともに、適正なディスクロージャーを確保するための資本市場の重要10 
なインフラストラクチャーである。こうした観点から、当審議会では、国際的な監11 
査基準や監査をめぐる国内外の動向を踏まえ、これまでも必要に応じて監査基準の12 
改訂を行ってきている。 13 
企業が将来にわたって事業活動を継続するとの前提（以下「継続企業の前提」と14 

いう。）に関する規定は、企業破綻の事例が相次ぎ、利害関係者の要望が強くなった15 
ことなどを背景として、国際監査基準（ISA）の改訂動向も踏まえて、平成 14年の16 
監査基準の改訂で導入されたものである。その後、平成 21年に監査基準を改訂し、17 
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在すれば、直ち18 
に継続企業の前提に関する注記を要するとともに監査報告書上の追記情報の対象19 
と理解される当時の規定を改め、これらの事象又は状況に対する経営者の対応策等20 
を勘案してもなお、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合に、21 
適切な注記がなされているかどうかを監査人が判断することとした。 22 
この改訂により、従来は「継続企業の前提に関する注記」がなされてきた事例の23 

一部について、経営者の対応策等から継続企業の前提に関する重要な不確実性が認24 
められず、当該注記に至らない場合が生じることとなった。そこで、上場会社等に25 
おいて、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められず当該注記を行わない26 
場合であっても、有価証券報告書の「事業等のリスク」等において、一定の事象又27 
は状況や経営者の対応策等を開示し、利害関係者に情報提供が行われることが適切28 
であるとされた。これを受けて改正された企業内容等の開示に関する内閣府令では、29 
提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせ30 
るような事象又は状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重31 
要事象等」という。）が存在する場合には、「事業等のリスク」にその旨及び具体的32 
な内容を分かりやすく記載することが求められている。また、当該重要事象等につ33 
いての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策に34 
ついても、具体的かつ分かりやすく記載することが求められている。監査人は、こ35 
れらの記載を「その他の記載内容」として通読し、検討することが求められている。 36 

監査基準をめぐる国際的な動向をみても、世界各地で生じた企業の破綻や不祥事37 
等を背景として、継続企業の前提に対する関心が高まっている。こうした状況を踏38 
まえ、継続企業の前提に係る国際監査基準が改訂され、継続企業の前提に係る重要39 
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な虚偽表示のリスクの識別と評価や経営者による評価に対する監査人の検討手続40 
の拡充、監査役等とのコミュニケーションの強化等が図られるとともに、特に、継41 
続企業の前提の評価期間の見直しや、監査の透明性向上に向けた監査報告書の記載42 
事項の改正が行われている。 43 
こうした動向を踏まえ、我が国においても、国際監査基準との整合性を確保しつ44 

つ、継続企業の前提についてより適切な対応を監査人に求めるとともに、継続企業45 
の前提に関する説明及び情報提供の一層の充実を図ることが必要であると判断し46 
た。 47 
さらに、国内外において、近年、様々な重要な虚偽の表示の原因となる不正48 

（以下単に「不正」という。）が発生したことを受け、利害関係者から不正に対す49 
る監査人の役割及び責任について疑問が呈され、各国において独自の対応が進め50 
られてきた。こうした状況を踏まえ、各国・地域間の実務の一貫性の確保等の観51 
点から不正に係る国際監査基準が改訂され、監査人の責任の明確化と強調、重要52 
な虚偽表示のリスクの識別と評価に係る監査手続の拡充、監査役等とのコミュニ53 
ケーションの強化等が図られた。あわせて、我が国の監査における不正リスク対54 
応基準（以下「不正リスク対応基準」という。）と同様に、一定の場合には、より55 
慎重な監査手続を追加的に実施することが求められるとともに、不正による重要56 
な虚偽表示のリスクへの監査上の対応について、監査報告書における透明性の向57 
上を図るための改正が行われたところである。 58 
不正に関して、我が国の監査基準では、一般基準において「監査人は、財務諸表59 

の利用者に対する不正な報告あるいは資産の流用の隠蔽を目的とした重要な虚偽60 
の表示が、財務諸表に含まれる可能性を考慮しなければならない。」とされている。61 
監査人は不正等について特段の注意を払うとともに、監査の過程において不正等を62 
発見した場合には、経営者等に適切な対応を求めるとともに、財務諸表への影響に63 
ついて評価することが求められている。 64 
また、不正による重要な虚偽表示のリスクに対応した監査手続を明確化するとと65 

もに、一定の場合には、より慎重な監査手続を追加的に実施することを求めるとの66 
観点から、平成 25年に不正リスク対応基準が設定され、平成 26年３月決算に係る67 
上場会社等の財務諸表の監査から適用されている。 68 
近時、我が国においても、不正会計事案が相次いだことを踏まえ、監査部会の審69 

議においては、不正に関する監査の基準の適用状況等を改めて確認すべきでないか70 
との意見や、財務諸表作成者である経営者の責任についても検討が必要ではないか71 
との意見も聞かれたところである。 72 
こうした動向を踏まえ、不正に関する国際監査基準と我が国の監査基準及び不73 

正リスク対応基準（以下「監査基準等」という。）との整合性を確認するととも74 
に、我が国の監査基準等が近時の不正会計事案の特質等に照らしても監査人に適75 
切な対応を求めるものとなっているかについて検討すべきと判断した。 76 
以上のことから、当審議会は、継続企業の前提及び不正に関する監査基準等のあ77 

り方について審議を行い、このたび、監査部会において「監査基準の改訂について78 
（公開草案）」をとりまとめたので、これを公表し、広く各界の意見を求めることと79 
した。 80 
 81 
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二 主な改訂点とその考え方 82 

１ 継続企業の前提について  83 

(1) 継続企業の前提に関する監査手続 84 

これまで我が国においては、経営者による継続企業の前提の評価及びその85 
結果の開示について、財務諸表等規則等に従い、貸借対照表日において、継86 
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し、当該87 
事象又は状況を解消し、又は改善するための対応を講じてもなお、継続企業88 
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合には、経営者は、①当該事89 
象又は状況が存在する旨及びその内容、②当該事象又は状況を解消し、又は90 
改善するための対応策、③当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由91 
などを注記することが求められてきた。この点に関して、現在、企業会計基92 
準委員会（ASBJ）において継続企業に関する会計基準の開発が進められてお93 
り、経営者による継続企業の前提に関する評価及び開示について定めるとと94 
もに、継続企業の前提に関する評価期間について、期末日後、少なくとも財95 
務諸表の公表の承認日後１年を経過した日までとすることが検討されている。 96 
監査手続については、現行の我が国の監査基準では、「監査人は、継続企業97 

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在すると判断した98 
場合には、当該事象又は状況に関して合理的な期間について経営者が行った99 
評価及び対応策について検討した上で、なお継続企業の前提に関する重要な100 
不確実性が認められるか否かを確かめなければならない。」とされ、国際監査101 
基準における監査手続と同様に、経営者が行った継続企業の前提に関する評102 
価及び対応策を監査人も確認することが求められている。 103 

我が国の監査実務では、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような104 
事象又は状況に関して、経営者が行った評価及び対応策について監査人が検105 
討すべき合理的な期間は少なくとも決算日から１年間とされているが、より106 
将来の事象又は状況を評価対象とすることで監査済財務諸表の意思決定有用107 
性が高まることに加え、改訂された国際監査基準との整合性も踏まえ、少な108 
くとも「財務諸表の公表の承認日」後１年間について評価を行うことを求め109 
ることとした。 110 
なお、企業会計の基準によっては、「財務諸表の公表の承認日」という用語111 

が用いられていないことも想定されるため、「財務諸表の公表の承認日」につ112 
いて、適用される企業会計の基準に定義がある場合にはその定義に従い、定113 
義がない場合には監査人が適切に判断することが適当であると考えられる。 114 

 115 
(2) 監査報告書における継続企業の前提の記載 116 

現行の我が国の監査基準では、継続企業の前提に関する重要な不確実性が117 
認められる場合には、監査人は、継続企業の前提に関する事項が財務諸表に118 
適切に記載されていることを確かめた上で、監査報告書に独立した区分を設119 
けて、継続企業に関する事項を記載することが求められている。 120 
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この点、財務諸表利用者に有用な情報を提供するとともに、監査の透明性121 
を向上させる観点から、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ122 
る場合に監査人が監査報告書に記載する現行の要件は変更しないこととした。123 
その一方で、国際監査基準の改訂も踏まえて、継続企業の前提に関する重要124 
な不確実性が認められない場合についても、監査報告書に独立した区分を設125 
けて、継続企業の前提に関する事項を記載することとした。 126 
国際監査基準においては、上場会社等の財務諸表の監査において、継続企127 

業の前提に関する重要な不確実性が認められる旨を監査報告書に記載する場128 
合、又は、継続企業を前提として財務諸表を作成することは適切であり、重129 
要な不確実性を識別しなかった旨を監査報告書に記載する場合において、経130 
営者が重要な不確実性は認められないと結論付けるに当たり重要な判断を行131 
っているときは、継続企業の前提に関する経営者の評価を監査人がどのよう132 
に検討したかについて、監査報告書に説明を記載することが求められている。133 
我が国においても、上場会社等の財務諸表の監査においては同様の記載を求134 
めることが適切と判断した。 135 
経営者による評価を監査人がどのように検討したかについての記載を有意136 

義なものとするためには、当該財務諸表の監査に固有の情報を記載すること137 
が重要である。この点、金融商品取引法に基づく上場会社等の財務諸表の監138 
査においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性について監査報告書139 
に記載する場合には、継続企業の前提に関する注記を参照して、当該財務諸140 
表の監査に固有の情報を記載することが期待される。 141 
また、経営者が継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められないと142 

結論付けるに当たり重要な判断を行っている場合においても、重要事象等や143 
経営者の対応策等について有価証券報告書の「事業等のリスク」における開144 
示が求められており、監査人は、当該開示された情報を「その他の記載内容」145 
として通読し、検討しなければならない。 146 
企業に関する情報の開示に責任を有する経営者は、重要事象等や経営者の147 

対応策等について開示が求められている意義を十分に認識した上で、継続企148 
業の前提に関する評価及び開示を行うことが重要である。監査人、監査役等、149 
経営者といった各関係者において、今回の改訂の趣旨を十分に理解した上で、150 
経営者の評価を監査人がどのように検討したかについて財務諸表利用者に適151 
切に伝わるよう運用を図っていくことが重要である。 152 

 153 
２ 不正対応について 154 

(1) 不正に関する監査手続 155 

不正に関する国際監査基準の改訂においては、不正又は不正の疑いへの対156 
応に関する規定が追加されるなど、「不正による重要な虚偽表示のリスクの識157 
別」、「不正又は不正の疑いの識別」又は「不正による虚偽の表示の識別」とい158 
った各段階における監査人の対応が明確化されるとともに、一定の場合には、159 
より慎重な監査手続を追加的に実施することが求められている。 160 
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また、不正に係る事項への監査上の対応に関する監査報告書における透明161 
性を向上させる観点から、不正に関連する「監査上の主要な検討事項」に係162 
る要求事項が追加された。監査報告書に不正に関連する「監査上の主要な検163 
討事項」を記載する場合には、それが不正に関連する事項であることを明確164 
に示す見出しを付すこと等が求められている。 165 
不正リスク対応基準は、監査実施の過程において「不正による重要な虚偽166 

の表示を示唆する状況」を識別した場合には、「不正による重要な虚偽の表示167 
の疑義」が存在するか否かを判断するために、適切な階層の経営者に質問し168 
て説明を求めるとともに、追加的な監査手続の実施を求めている。その上で、169 
不正による重要な虚偽の表示を示唆する状況について、関連して入手した監170 
査証拠に基づいて経営者の説明に合理性がないと判断した場合には、当該状171 
況を「不正による重要な虚偽の表示の疑義」として取り扱い、想定される不172 
正の態様等に直接対応した監査手続を立案し監査計画を修正するとともに、173 
修正した監査計画に従って監査手続を実施することを求めている。このよう174 
に、不正リスク対応基準においても、改訂された国際監査基準と同様の対応175 
が既に求められている。 176 
我が国の監査基準における「監査上の主要な検討事項」とは、監査人が当年177 

度の財務諸表の監査において、職業的専門家として特に重要であると判断し178 
た事項を監査報告書に記載するものであり、監査の透明性を向上させ、監査179 
報告書の情報価値を高める観点から導入されたものである。「監査上の主要な180 
検討事項」の決定に当たっては、監査人が監査の過程で監査役等と協議した181 
事項の中から、特に注意を払った事項を決定し、当年度の財務諸表の監査に182 
おいて、職業的専門家として特に重要であると判断した事項を絞り込み、最183 
終的に決定することとされている。この監査役等との協議に関し、不正リス184 
ク対応基準においても、監査人は、監査の各段階において、不正による重要185 
な虚偽表示のリスクの内容及び程度に応じ、適切に監査役等と協議する等、186 
監査役等との連携を図ることが既に求められている。 187 
当審議会は、我が国の監査基準等において、国際監査基準に先駆けて、改訂188 

された不正に係る国際監査基準で新たに設けられた不正又は不正の疑いが識189 
別された場合の対応等を取り入れていることから、監査基準等の改訂は行わ190 
ないこととした。一方、不正又は不正の疑いが識別された場合の手続及び監191 
査報告書に不正に関連する「監査上の主要な検討事項」を記載する場合に不192 
正に関連する事項であることを明確に示す見出しを付すこと等の個別具体的193 
な対応については、現行の監査基準等の趣旨を踏まえて、実務の指針におい194 
て対応することが適切と判断した。 195 

 196 
(2) 近時の不正会計事案を受けた監査の信頼性確保に向けて 197 

不正に関しては、一義的には、財務諸表作成者である経営者が責任を負う198 
ものであり、その対応としては、企業におけるコーポレート・ガバナンスの199 
あり方の検討などを含め、幅広い観点からの取組みが重要である。 200 
当審議会は、平成 25 年の不正リスク対応基準の公表以降も、監査の質の向201 
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上を図るべく、監査をめぐる国内外の動向を踏まえ、必要に応じて監査基準202 
の改訂を行ってきた。これに加えて、平成 20年４月からの上場会社を対象と203 
する内部統制報告制度の適用、平成 29年３月の監査法人のガバナンス・コー204 
ドの策定、及び令和５年４月からの上場会社等の監査に関する登録制の導入205 
など、様々な対応が制度面で講じられている。さらに、新規上場に関連した206 
不正会計事案等を踏まえ、日本取引所グループ、日本証券業協会及び日本公207 
認会計士協会が連携して対応策を取りまとめて実施する等、様々な取組みが208 
行われている。 209 
監査人は、財務情報の信頼性の確保に関する社会の期待と関心を踏まえて、210 

監査の質の向上に向けたこうした様々な取組みに基づいて対応することが求211 
められる。不正対応について、監査人は上場会社等の監査のみならず全ての212 
監査において、職業的専門家としての懐疑心の重要性を再認識しなければな213 
らない。その上で、現行の監査基準等の趣旨を十分に理解し、適切に適用す214 
ることで質の高い監査を提供するとともに、財務諸表利用者に対して監査に215 
関する説明及び情報提供を十分かつ適時・適切に行うことにより、監査の信216 
頼性の確保に向けてその職責を自律的に果たしていくことが求められる。 217 

 218 
三 実施時期等 219 

１ 改訂監査基準は、令和 10（2028）年３月決算に係る財務諸表の監査から実施す220 
る。なお、改訂監査基準の実施に当たり、関係法令において所要の整備を行うこ221 
とが適当である。 222 

２ 改訂基準を実務に適用するに当たって必要となる実務の指針については、日本223 
公認会計士協会において、関係者とも協議の上、適切な手続の下で、早急に作成224 
されることが要請される。 225 


